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戦略的な都市交通施策の実施とLRT整備推進

1

国土交通省都市・地域整備局
街路交通施設課

街路事業調整官 神田昌幸

海外の新設LRT導入について

１９７８年以降、世界では新規にLRTを導入した都市は着実に増加し、２００８年
末時点で１１１都市に達している。
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１９７８年以降の新設LRTの推移

1 1 2
6 7 8

11
14 15

25
29 31

33
39

0

2

4

0

20

40

78 79 80 81 82 83 84 85 86 87 88 89 90 91 92 93 94 95 96 97 98 99 00 01 02 03 04 05 06 07 08

出典：宇都宮浄人「海外LRTの現状とわが国の課題」（2009年）
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Ｌ Ｒ Ｔ プ ロ ジ ェ ク ト
～まちづくりと連携したＬＲＴの導入促進による環境にやさしく利用者本位の都市交通体系の構築～

○ＬＲＴ整備により期待される効果

・移動のバリアフリー化
・交通環境負荷の軽減
・交通転換による交通円滑化
・公共交通ネットワークの充実
・中心市街地の活性化

欧 れま 都市 復 導 進む

●日本で整備が進まない要因

・関係主体間の合意形成

・コスト負担大（初期投資＋維持管理）

・導入空間の制約 など
富山ライトレール（H18.4.29開業）

→欧米ではこれまで70以上の都市で復活・導入進む

＜総合的支援のメニュー＞

LRTプロジェクト推進協議会の設置
事業者 自治体 有識者・ＮＰＯ

国（運輸局、整備局）、公安委員会

①ハード整備に対する支援

○ＬＲＴ総合整備事業
次の各支援メニューの同時採択による一体支援

・低床式車両その他ＬＲＴシステム構築に不可欠な施設の整備
を行う鉄軌道事業者に対する補助 （鉄道局）
・路面、路盤、停留場の整備支援 （道路局、都市・地域整備局）
・総合的な都市交通の戦略に基づくLRTの施設(車両を除く)の

ＬＲＴプロジェクトＬＲＴプロジェクト
国土交通省（都市・地域整備局、道路局、鉄道局）、警察庁
の連携のもと、ＬＲＴの整備に対して総合的に支援
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計画について一体的・総合的に支援

合意形成と計画策定
総合的な都市交通の戦略に基づくLRTの施設(車両を除く)の
整備に対して包括的に支援（都市・地域整備局）
・道路管理者による走行空間の整備 等

② 速達性向上・輸送力増強

③ 利便性の向上

④ まちづくりとの連携

⑤ 利用促進

◇人と環境にやさしい都市基盤施設と都市交通体系の
構築

◇利用しやすく高質な公共交通ネットワークの整備

◇生き生きとした魅力ある都市の再生

（都市・地域整備局）

・都市交通システム整備事業

（道路局、都市・地域整備局）

・路面電車走行空間改築事業

・交通結節点改善事業

ＬＲＴ総合整備事業の概要

国 1/2、地方公共団体 1/2国 1/3、地方公共団体 2/3

（鉄道局）

国 1/4、地方公共団体 1/4
鉄軌道事業者 1/2
地域公共交通総合連携計画

・ＬＲＴシステム整備費補助
・地域公共交通活性化・再生総合事業費補助

【補助対象者】地方公共団体等 【補助対象者】地方公共団体

ＬＲＴの走行空間（走行路面、停留
所等）の整備に対して支援

※交通結節点においては、道路区
域外の空間を活用するものを含む

総合的な都市交通の戦略に基づ
くＬＲＴの施設（車両を除く）
の整備に対し包括的に支援

【補助対象者】鉄軌道事業者・法定協議会

ＬＲＴシステムの構築に不可欠
な施設（低床式車両、制振レー
ル、車庫、変電所等）の整備に
対して補助

地域公共交通総合連携計画
に基づくものは
国 1/2、1/3
法定協議会 1/2、2/3

4

LRTの施設全体（車両を除く）
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事業費20百万円 国費４百万円
○バスとの乗り継ぎ円滑化

幹線鉄道等活性化事業

○ 線を 化するために必要な施設の整備

連続立体交差事業負担金 事業費33億円 国費16億円

（平成１８年４月２９日開業）（平成１８年４月２９日開業）

犬島新町

【【事業概要事業概要】】

北陸新幹線整備と富山駅周辺における鉄北陸新幹線整備と富山駅周辺における鉄
道の高架化の機会を捉え、旧道の高架化の機会を捉え、旧JRJR富山港線富山港線
((全長全長8km)8km)をを LRTLRT化（化（LRTLRTプロジェクトプロジェクト
第１号）第１号）

ＬＲＴの全国の動向ＬＲＴの全国の動向 ～富山ライトレール、市内環状線、～富山ライトレール、市内環状線、LRTLRTネットワーク構想～ネットワーク構想～

富山ライトレール富山ライトレール

富山駅

ＪＲ北陸本線

○走行路面・路盤の整備

○停留場の整備

軌道新設（1.1km）

○ＪＲ線をＬＲＴ化するために必要な施設の整備

（低床式車両、電気・信号設備、停留場の切下げ等）

○低床式車両（ＬＲＶ）の導入

○新駅の整備
○制振レールの導入
○ＩＣカードシステム

ＬＲＴシステム整備費補助

路面電車走行空間改築事業 事業費8億円 国費4億円
事業費7億円 国費1.75億円

富山駅北

インテック本社前
奥田中学校前

粟島（大阪屋ショップ前）

犬島新町

※赤文字は新駅
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鉄道区間の廃止
ＪＲ西日本運行時

富山ライトレールJR西日本運行時
■運行サービスの向上

ＬＲＴ化

ＪＲ西日本富山港線 富山ライトレール
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□富山ライトレールでは、大幅なサービス向上により、移動制約者のモビリティ確保や日常の

都市活動の活発化に寄与している。

LRT化

運行本数の大幅増等サービス向上により、富山ライトレール利用者が大幅に増加。

資料：富山市資料
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自動車からの転換や新たに外出する人が増加している。

以前から富山港線を利
用

46.7%
（2,331人）

新規

二輪

1.6%
（81人）

タクシー等

3.5% (174人）

20.5% (1,024人)

特に、高齢者の利用が大幅に増加しており、移動制約者のモビリティ確保に寄与している。

1,210
1 200

1,400
（人）

H17（ＪＲ） H18（ポートラム）

以前の交通手段（富山ライトレール利用者）

自動車

11.5%
(572人）

徒歩

2.8%
(142人）

地鉄バス

13.3% (664人）

（平日）

7資料：富山市資料

年代別利用者数の変化（平日）
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我が国初の軌道事業に上下分離※を
取り入れた市内電車環状線化事業 事業方式 ： 公設民営の考え方を導入し、

①整備費は、「富山市」が 負担
②運行は、「富山地方鉄道」が実施

※Ｈ19.11.15冬柴国土交通大臣に実施計画を提出

Ｈ20.2.28  上下分離方式 全国初の認定

市内電車の環状線化事業

富山地方鉄道 市内電車の概要
・路線延長 ６．４ｋｍ
・電停 ２０箇所
・車両数 １７両
・運賃 ２００円均一
・系統 ２系統（第１系統、第２系統）

西町

第２系統

環状運行

丸の内

8

系統 系統（第 系統、第 系統）
・運行間隔 ５～１０分
・乗客数 １０，０１６人／日（Ｈ１７）

市内電車環状線化（延伸）計画
＜平成２１年１２月開業予定＞
○延長 約０．９ｋｍ（環状区間約３．５ｋｍ）
○軌道 単線 （将来の複線を考慮）
○電停 延伸区間に２～３箇所新設
○運行計画
既存２系統に反時計周りの片方向循環
運行を追加

○運行間隔 １０～１５分程度
○車両 新たに低床車両３両を導入

凡 例

地鉄市内電車
延伸区間
既存系統
環状（追加）系統

第１系統
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お団子と串の都市構造

お団子： 歩いて暮らせる地域の拠点

串 ： 一定サービス水準を有する公共交通ﾈｯﾄﾜｰｸ

富山市総合交通戦略の推進

公共交通を軸とした都市構造への取組

・公共交通の利用者増加による、公共交通のサービス
水準の向上
・持続可能な公共交通の実現

・まちづくりと連携した総合的かつ戦略的な交通施策
の推進
・コンパクトなまちづくり（集約型都市構造）の実現

9

①富山駅周辺地区と平和通
り周辺地区のアクセス強化

②都心地区全体の回遊
性と魅力の向上

③南北路面電車連結後
のネットワーク形成

市内電車の環状線化事業（意義）

10
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施工済（全体の約６割）

施工中（全体の約４割）

軌道工事（H21年9月末現在）

【市内電車環状線化事業 施工状況等】

富山城址公園

市内電車の環状線化事業（１２月開業予定）

①軌道版設置（大手モール）

国際会議場前

大手モール

ｸﾞﾗﾝﾄﾞﾌﾟﾗｻﾞ前

丸の内
交差点

写真①↑

Ａ

Ｂ

11

完成
イメージ

Ａ Ｂ

西町
交差点

［平和通り］

富山市内電車・環状線化計画

■ 中心市街地における新たな再開発事業の動き市内電車環状線沿線の再開発

中央通りｆ地区
第一種市街地
再開発事業
地区面積約０．４ｈa
用途 商業・業務・住宅
Ｈ２１年度建物除却

中教院東地区中教院東地区

中央通り商店街

総曲輪通り商店街

中央通り地区Ｄ北街区
市街地再開発準備組合

平成２０年４月設立

総曲輪西地区市街
地再開発準備組合

平成２０年３月設立 堤町通り一丁目地区堤町通り一丁目地区

西町東南地区市街地
再開発準備組合

12

西町・総曲輪地区グランドプラザ総曲輪通り南地区

総曲輪四丁目・旅籠町地区
優良建築物等整備事業
地区面積約０．４ｈa
用途 商業・業務・住宅
建築中（Ｈ２２．２完成予定）

地区面積約０．４ｈa

用途 商業・業務・住宅

西町南地区市街地再開発準備組合

地区面積約０．８ｈa

用途 商業・業務・住宅



7

富山ライトレールと市内電車の接続

JR北陸本線
JR高山本線

富山地方鉄道本線

北陸新幹線

至 金沢

至上越

延長：Ｌ＝１．８ｋｍ（Ｊ Ｒ北陸本線等）

13

富山地方鉄道

富山軌道線

延長：Ｌ＝１．０ｋｍ

（富山地方鉄道本線）

路面電車の

南北接続

将来LRTネットワーク

・富山ライトレール ７．６ｋｍ

・地鉄市内電車 ６ ４ｋｍ

富山ライトレールに続き、市内電車及び富山地方鉄道・上滝線のＬＲＴ化により、
今後、富山市の骨格となる約２６ｋｍのＬＲＴネットワークを形成

ＬＲＴネットワーク構想

・地鉄市内電車 ６．４ｋｍ

・環状線化 ０．９ｋｍ

・南北接続 ０．３ｋｍ

・上滝線乗入れ １０．１ｋｍ

合計 ２５．３ｋｍ

地鉄不二越・上滝線市内軌道線

14

至 上滝

南富山駅
一体ホーム

路面電車
乗入れ

乗入線

鉄道線
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ＬＲＴの全国の動向ＬＲＴの全国の動向 ～三国芦原線ＬＲＴ化計画（福井県福井市）～三国芦原線ＬＲＴ化計画（福井県福井市）～～

●事業の概要
三国芦原線、福武線、駅前線など既存の鉄軌道ストックを

活用したＬＲＴの高頻度運行によって、市街地区域に先導的
にサービス水準の高い公共交通の利用環境を提供すること
で、市域全体の公共交通ネットワーク形成を図る。

・えちぜん鉄道三国芦原線のＬＲＴ化

・えちぜん鉄道三国芦原線・福井鉄道福武線の相互乗入によ
る高頻度運行

・福井駅西口広場への路面軌道延伸
えちぜん鉄道三国芦原線ＬＲＴ化及び

平成19年6月 6日 福井市都市交通戦略協議会設置
平成21年4月 福井市都市交通戦略策定

●事業の概要

ＬＲＴ実現に向けての関係者協議（福井県、福井市、福井鉄道、え
ちぜん鉄道）
・運行形態（乗入区間、ダイヤ、運賃等）、費用負担等

●平成21年度の取組

現況
えちぜん鉄道三国芦原線ＬＲＴ化及び
福井鉄道福武線との相互乗入計画

30分間隔運行

20分間隔運行

20分間隔運行

10分間隔運行

15

20分間隔運行
20分間隔運行

ＬＲＴの全国の動向ＬＲＴの全国の動向 ～吉備線ＬＲＴ化構想（岡山県～吉備線ＬＲＴ化構想（岡山県 岡山市）岡山市） ～～

備前

備前
一宮吉備津

備中
高松

足守

服部

東総社

ＬＲＴ化

大安寺

備前
三門

高松

吉備線ＬＲＴ化を公共交通の充実を図る重点施策の一つに位置づけ、高頻度運行、増駅等による利便性の向上とともに、バリアフ

●事業の概要

16

吉備線のＬＲＴ化構想をＪＲ西日本が発表平成15年2月

市議会で「市はＬＲＴの検討に着手する」と答弁平成18年6月

都市交通戦略の策定に向けた協議会（学識経験
者、市民、警察関係者、交通事業者、行政機関等）
を設置

平成19年6月

都市交通戦略の検討に着手

・都市計画決定等に向けた吉備線ＬＲＴ導入計画作成

都市交通戦略の策定（10月中にとりまとめ予定）

①需要予測、収支検討等調査
②都市計画決定等に向けた資料作成 等

吉備線ＬＲＴ化を公共交通の充実を図る重点施策の つに位置づけ、高頻度運行、増駅等による利便性の向上とともに、バリアフ
リー化の推進、環境負荷の低減を図る。

●事業の検討経緯

平成21年4月～

●平成21年度の取組
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○自動車利用の減少や移動距離の短縮化などによ
り、自動車交通量が減少し渋滞が緩和
○この結果、2030年の運輸部門のCO2排出量は対
2010年比で33％減少

コンパクトなまちづくりによるＣＯ２削減

お団子と串の都市構造

お団子： 歩いて暮らせる地域の拠点

串 ： 一定サービス水準を有する公共交通ﾈｯﾄﾜｰｸ

1,088

869

800

725

2010年

自動車分担率
      の減少

自動車トリップ長
          の減少

渋滞緩和による
      燃費向上

20％減

26％減

33％減

17

⇒ 運輸部門の中期削減目標
（2010年→2030年） ＝ 30％減

都市構造とCO2排出量の関係 ～利用交通手段～

路面電車を廃止した都市は、存続している都市に比べ、１人当たりCO2が約15％多い。

＜県庁所在地における運輸旅客部門CO2排出量＞
1.07

1 05

1.10
(t‐co2)

0.93

0.85

0.90

0.95

1.00

1.05

18

0.00

0.05

0.10

路面電車存続都市 路面電車廃止都市
（戦後に路面電車を全廃した都市）

※1 県庁所在地のうち、東京都区部、大阪市など地下鉄に移行した都市は除く。
※2 CO2は1999年のデータ

出典：平成18年度環境白書
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都市構造とCO2排出量の関係 ～都市の形状～

面積と人口がほぼ同じ規模である前橋市と高知市を例に見ると、低密度の市街地が広
がっている前橋市では、自動車の依存率が高い。運輸旅客部門の１人当たり年間CO2
排出量を比較すると、高知市の0.87トンに対し、前橋市では1.21トンと、約４割多くなって
いる。

＜都市の形状と輸送機関分担率の関係＞

◆前橋市の例 ◆高知市の例◆前橋市の例 ◆高知市の例

1人当りCO2排出量＝1.21トン 1人当りCO2排出量＝0.87トン

・公共交通：路面電車（土佐電気鉄道）、鉄道、バス
・自家用車、ハイヤー、タクシー分担率：49.3%

・公共交通：鉄道、バス
・自家用車、ハイヤー、タクシー分担率：69.3%

19

※1 1人当りCO2排出量は運輸旅客部門のみ 出典：平成18年度環境白書

総合的かつ戦略的な交通施策の推進

・徒歩、自転車、LRT等、公共交通等の多様な交通モードを包括的にとらえ、まちづくりと
連携した総合的かつ戦略的な交通施策を推進することが必要

交通結節点整備

都市・地域総合交通戦略の施策・事業の展開イメージ

まちづくりと連携した総合的かつ戦略的な公共交通 ＝ 都市・地域総合交通戦略

鉄
道

中心市街地

交通結節点整備

：パークアンドライド

公共交通機関相互の
同一ホーム乗換施設

LRT・BRT等の公共交通導入

歩行者空間歩行者空間Ｐ＆ＲＰ＆Ｒ

Ｃ＆ＲＣ＆Ｒ

Ｐ＆Ｒ

Ｃ＆Ｒ

駅ＴＴＴＴ

ＬＲＴ BRT

バス ＬＲＴ

コミュニティバス

★

★
★
市役所

基幹病院

大学

ＴＴ トランジ トセンタ

バス路線再編

バス路線再編

行政界都市圏

環状道路整備環状道路整備

：サイクルアンドライド
自転車利用
環境整備

交通行動の転換を図るための取組

○住民を対象とした、公共交通利用促進のための意
識改革の取組

○職場を対象とした、自家用車通勤を見直し公共交通
へ転換させる取組 等

都市の将来像の実現、 LRT等、持続可能な公共交通の実現

バス走行環境の改善

賑わいある歩行者空間
ＴＴ ：トランジットセンター

ＬＲＴ :  次世代型路面電車
ＢＲＴ： 専用・優先ﾚｰﾝ走行による低床連節ﾊﾞｽｼｽﾃﾑ等自転車道整備

施策の実効性を高め、また、転換された交
通行動を後戻りさせないようにする施策の
実施

20


